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はじめに２０１８年度・２０１９年度のハイライトを
ご紹介いたします。

【２０１８年度】
２０１８年度は、９月に渋谷ストリームを開業するなど、

重点施策も順調に進み、業績面でも目標数値を上回ることが
出来ました。

【２０１９年度】
２０１９年度は、渋谷・南町田の大規模開発が開業し、

近年進めてきたプロジェクトの一部が形となるとともに、
秋には、鉄道事業の分社化を実施し、新たな経営体制を
スタートいたします。
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それでは２０１８年度決算のポイントをご説明いたします。

【営業収益】は、対前年 １８８億円増収の１兆１，５７４億円
【営業利益】は、対前年 ９億円減益の ８１９億円
【当期純利益】 は、対前年 １２２億円減益の ５７８億円

でございました。

〇対前年では、自然災害や大規模改装の影響があった
ホテル事業や、不動産販売業において、減益しましたが、
計画に対しては増益となり、想定より減益幅を圧縮した
決算でございました。

〇なお表の右下「２月予想」との比較では、交通事業を
中心に費用の削減や、計上時期のズレなどがあり、
増益となっております。
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次に、２０１９年度業績予想でございます。

【営業収益】は、対前年 ４１４億円増収の、１兆１，９８９億円
【営業利益】は、対前年 １０億円増益の、 ８３０億円
【当期純利益】は、対前年 １億円増益の、 ５８０億円
を見込んでおります。

〇対前年では、新型車両の減価償却費が増加する鉄道事業
で減益を見込みますが、ホテル事業における改装効果や
新店開業などにより、営業利益は１０億円の増益を見込んで
おります。

〇なお右下のグラフは、経営計画との比較でございます。
鉄道事業は、工事進捗に伴う「除却費」、原油高による
「運転動力費」が想定より増加し、減益しますが、
事業環境に大きな変化はないと考えております。
なお全体では、不動産賃貸業が堅調に推移し、
５０億円の増益を見込んでおります。
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〇次に、キャッシュ・フローおよび、設備投資の進捗状況で
ございます。

〇この中期3カ年は、積極的な投資期間といえますが、
特に、右側の円グラフの通り、２，６００億円の成長投資枠
に対し、渋谷再開発では、既に6割程度の投資を終えるなど、
順調な進捗でございます。
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〇こちらは、経営指標の推移ですが、各指標とも計画を
上回る進捗でございます。



〇株主還元については、安定かつ継続的な配当とともに
増配を目指す方針に基づき、８年連続の増配となる、年間
２１円を予定しております。

〇株主様への還元については、既にご案内の通り、渋谷・
南町田などの、大型開発が一段落したタイミングで、

「総還元性向３０％」とする予定であり、プロジェクトの確実な
開業、収支貢献とともに、還元の充実を目指してまいります。
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〇つづきまして、各事業のご説明をいたします。

〇ご覧の通り、これまで大型開発などを推進してまいりました
が、これまでの歩みを振り返りながら、足元の進捗状況を
ご説明いたします。

〇１２ページまでお進みください。
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○はじめに鉄軌道事業でございます。

〇ご覧の通り、当社線は、渋谷・目黒・五反田に加え、ＪＲ線
を経由する品川も含め、「都心への複数アクセス」、
「相互直通の充実」を図ってまいりました。

〇２０００年以降の輸送人員は、東急線全体で２４％増加、
特に近年は、都心回帰の傾向から、田園都市線のバイパス
機能を担う、目黒線・大井町線の増加が顕著でございます。

○また、相鉄線や新横浜方面への直通を、２０２２年度下期
に予定しており、新たな需要に対応するべく、目黒線を６両
から８両編成とする準備をすすめております。
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〇遅延・混雑の低減については、輸送人員が増加する中、
ますます重要になっており、既にご案内の通り、
２０１９年度中に、ホームドアを整備するとともに、
新型車両の導入により、「輸送力増強」や「快適性の向上」
を実現してまいります。

〇また、当社では、輸送障害の「未然防止」に力を入れて
おりますが、万一発生した場合でも、技術員の早期駆けつけ
体制を構築するなど、「影響の最小化」を追求してまいります。
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〇次に不動産事業でございます。

○ご覧の図は、進行中の取り組みですが、２０１８年度は、
横浜市、大田区と協定を締結し、２０１９年度は、冒頭
触れました、２つの大きなプロジェクトが完成します。

〇図の左上の「南町田グランベリーパーク」は、本年１１月
「まちびらき」を迎えますが、二子玉川の開発面積を
上回る規模でございます。

〇町田市と連携し、駅の目の前には、個性豊かなアウトレッ
トや、体験型施設、公園などが配置され、
「自然」と「にぎわい」が融合する複合施設となっております。

○図の右上、渋谷については次のスライドでご紹介いたしま
す。

14



15

〇渋谷駅周辺では、いよいよ本年１１月に、エリア最
大の高さとなる、渋谷スクランブルスクエア東棟が開
業
いたします。

○構成は、

・駅直結の「商業施設」
・渋谷最大級の広さとなる「オフィス」
・クリエイティブな人々の交流の場、「渋谷キューズ」
・富士山や東京を一望できる屋上展望施設、
「渋谷スカイ」

となっております。

〇渋谷の新しいランドマークの開業をご期待ください。

〇次に１７ページまでお進みください。
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〇ただいまご説明させて頂いた通り、この秋に、渋谷は大きく
変わっていきますが、「渋谷周辺のまちづくり」という視点では
これからがある意味スタートであると考えております。

〇こちらの図は、政令の整備方針で、
「にぎわいと回遊性のある街」を目指す渋谷の中心エリアで
ございます。

〇ご覧の通り、公表されている情報だけでも、東急グループ
や、他の事業者の再開発が、非常に活発である様子が
お分かり頂けると思います。

〇渋谷駅のみならず、今後ますます、事業者・行政・地域の
皆様との連携により、街全体を盛り上げて参りたいと考えて
おります。
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〇不動産事業の最後に、これまでの取り組みによる、
業績への効果について、触れさせて頂きたいと思います。

〇図は、２０１１年度末と、渋谷スクランブルスクエア開業後
の２０１９年度末の「賃貸面積とＥＢＩＴＤＡの変化」を表した
ものでございます。

〇当社は、沿線中心に「拠点開発」を進めてまいりましたが、
ご覧のとおり、オフィス・商業のほか、保育所・賃貸住宅な
ど、様々な用途からなる「複合開発」により、約２倍の賃貸面
積を
保有・運営し、不動産賃貸事業を利益の柱の一つへと成長さ
せることが出来ました。

〇今後も、経営計画で掲げている、「サステナブルな街づく
り」を通じ、収益面でも更なる成長を目指してまいります。
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〇続いて生活サービス事業でございます。

○２０１６年より参入した電力小売り事業では、横浜市青葉区
を中心としたエリアで、新電力の全国シェアを上回っており、
今後は東京西南部地区など、更なる展開を進めてまいります。

〇当社グループの強みは、図の中ほどにあるとおり、
お客様の「約８割」が、イッツ・コミュニケーションズなど
グループ企業との連携により、ご加入頂いていることと
考えております。

〇沿線を中心とした「顧客基盤」を活用し、今後ますます、
地域の皆様に、様々な商品・サービスの組み合わせを
提供していきたいと考えております。
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〇次にホテル事業でございます。

〇２０１８年度は、大規模改装などにより、減益しましたが、
ご案内のとおり、本年のラグビーワールドカップ、来年の
オリンピック・パラリンピック開催を見据え、施設改修や、
品質向上に努めてまいりました。

○加えて、大阪、横浜地区に新規出店が決まっているほか、
２０２２年には、新宿歌舞伎町における
「東急ミラノ再開発計画」に、エンタメ・ホテル機能などを
備えた、複合ビルの竣工を予定しており、今後も利益成長
を目指してまいります。
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〇ここからはその他のテーマについて、幾つかご紹介
いたします。

〇昨今注目を集めているＭａａＳですが、伊豆地区において、
「観光型」、横浜市たまプラーザ地区において
「郊外型」の実証実験を進めております。

〇これらの取り組みは、着手したばかりですが、
「アプリ開発」や「シームレスな交通手段」の提供にとどまら
ず、行政や他の事業者とも連携し、地域に根差した
当社ならではの取り組みを推進してまいります。
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〇次に「ＥＳＧ分野」ですが、「サステナブル重要テーマ」
の取り組みを、より推進するべく、先般、
「国連グローバルコンパクト」の支持を表明したところで
ございます。

〇既に具体的な取り組みとして、「企業内」の視点では、
「健康経営銘柄」、「なでしこ銘柄」を連続受賞しており、
ひとつの例ではございますが、昨年度の新卒採用者は、
女性が５４％を占めるなど、ダイバーシティや、
ワークスタイルイノベーションを加速しております。

〇また「社会」の視点でも二子玉川や南町田において、
国際的な環境認証を取得するなど、環境と調和の
取れたまちづくりを今後も追求してまいります。
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○最後に、「鉄道事業分社化」「商号変更」について、
ご案内させていただきます。

〇分社化は、ご案内の通り、１０月に実施予定ですが、
それに先立ち、社名については、鉄道事業を
「東急電鉄株式会社」とし、親会社は「東急株式会社」へ
商号変更いたします。

〇なお、「東急株式会社」とした趣旨は、鉄道分社化のみを
きっかけとしたものではなく、
１つには、「事業分野を超えた会社間の連携促進」、
もう1つは、「グループ代表企業としてリーダーシップを担う」
という「志」を込めており、今後も常に最適な経営体制と
持続的成長を目指してまいります。

ご説明は以上でございます。
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